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証券コード 8628
平成26年６月４日株 主 各 位

東京都千代田区麹町一丁目４番地
松 井 証 券 株 式 会 社
代表取締役社長 松 井 道 夫

第98期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第98期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行
使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、
平成26年６月20日（金曜日）午後５時30分（営業時間終了の時）までに議決権を
ご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成26年６月22日（日曜日）午後１時
2. 場 所 東京都千代田区麹町一丁目６番４号

住友不動産半蔵門駅前ビル２階 ベルサール半蔵門
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 第98期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の

事業報告及び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 取締役に対するストック・オプション報酬の件
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[書面による議決権行使の場合]
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、前記の行使期限ま
でに到着するようご返送ください。

[インターネットによる議決権行使の場合]
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net/）にアクセスし
ていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パ
スワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、前記の行使期限までに議案に対
する賛否をご入力ください。
　なお、書面による議決権の行使とインターネットによる議決権の行使とにより重
複して議決権を行使された場合は、後に到着したものを有効といたしますが、同一
の日に到着した場合は、インターネットによる議決権の行使を有効なものといたし
ます。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、33頁から34頁記載の「インタ
ーネットによる議決権行使について」をご確認くださいますようお願い申し上げま
す。
　

以 上
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　

（お願い） 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申し上げます。

（お知らせ）株主総会参考書類及び添付書類に修正すべき事項が生じた場合には、直
ちに当社ウェブサイト（http://www.matsui.co.jp/）にて、修正後の
内容を掲載いたします。
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添 付 書 類
　

第 98 期 事 業 報 告
　

（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
　
1. 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

　当事業年度の国内株式市場は、日銀による異次元の金融緩和策を受け、期首に12,000円台であった日
経平均株価は上昇を続け、５月後半には約５年半ぶりに終値ベースで15,600円を上回りました。しかし
ながら、長期金利が上昇したことや急速な株価上昇に対する警戒感が広がったこと等により株価は下落に
転じ、一時12,500円を割り込む水準まで落ち込みました。９月以降は、2020年東京五輪の開催が決定し
たことや、米国における量的金融緩和の継続に対する期待感等を背景に、上値を追う展開となりました。
日経平均株価は12月末に16,000円を超え、終値ベースで年初来高値を更新して年内の取引を終えました
が、年明けから新興国経済に対する先行き懸念、ウクライナ情勢に対する緊張感の高まり等を受けて世界
的なリスクオフの流れが強まり、期末においては15,000円を下回る水準で推移しました。
　このような市場環境の中で、二市場（東京、名古屋の各証券取引所）合計の株式売買代金は、前期と比
較して大きく伸び、87％増加しました。当社の主たる顧客層である個人投資家についても、株価上昇に
伴い日本株に対する投資センチメントが大幅に向上したことに加え、昨年1月より信用取引の規制緩和が
行われたことにより、取引が大きく拡大しました。その結果、市場全体の個人株式委託売買代金は、前期
と比較して140％増加しました。なお、二市場に占める個人株式委託売買代金の割合も、前期の21％か
ら27％に上昇しております。
　このような事業環境のもと、当社は、信用取引の規制緩和に合わせて導入したデイトレード限定の信用
取引「一日信用取引」について、発注機能の強化や、銘柄情報の拡充、スマートフォン対応を開始した
他、貸付株式の調達が困難なため、通常では売建の取扱いがない銘柄の売建を可能にしたプレミアム空売
りサービスを導入する等、利便性の向上に努めました。当社の株式委託売買代金については、個人全体の
売買が大きく伸びたことに加え、一日信用取引が牽引したこともあり、前期と比較して212％増加しまし
た。
　以上の結果、当事業年度の営業収益は398億83百万円（対前事業年度比91.8％増）、純営業収益は387
億38百万円（同94.5％増）とともに増収となりました。また、営業利益は270億90百万円（同165.7％
増）、経常利益は271億75百万円（同165.2％増）、当期純利益は163億円（同153.6％増）とともに増益
となりました。
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（2）設備投資等及び資金調達の状況
　当社は、オンライン証券取引サービスを継続的に提供するために必要なシステム投資を毎期行ってまい
りました。当事業年度におきましては、NISA(少額投資非課税制度)への対応、一日信用取引におけるプレ
ミアム空売り等の各種新サービスの追加、ネットストックシステムの能力強化あるいは改良等に必要なシ
ステム投資を中心に11億64百万円の設備投資を行いました。
　資金調達につきましては、信用取引貸付金の増減等に対応した経常的な調達について金融機関からの借
入金を中心に対応しております。

　
（3）対処すべき課題
1. 顧客基盤の拡大
　当社を含むオンライン証券会社では、口座数ベースでは幅広い顧客基盤を有しているように見えます
が、口座数全体の稼働比率は低く、一部の取引頻度が高い顧客に収益の大半を依存している状況にあるた
め、顧客層の裾野拡大に取り組むことが今後の課題となっております。一方で、個人投資家の金融資産は
継続的にオンライン証券業界に流入しております。そこで当社としては、取引頻度が高い顧客向けのサー
ビスを継続して強化していくとともに、取引頻度は低いものの預かり資産の多い顧客等のニーズをくみ上
げ、商品・サービスとして具現化することにより、顧客基盤の拡大に努めます。
2. 取引システムの安定性の確保及び取引ツールの拡充
　取引システムの安定性の確保は、オンライン証券会社の生命線です。そのため、システム障害や自然災
害といった想定されるリスクへの対策を講じるとともに、取引量の増加に備えたキャパシティを確保する
ことで、顧客が安心して取引することができるよう、取引システムの安定的な稼働に努めます。また、個
人投資家にとって最高の取引環境を提供することが他社との差別化に資するため、顧客向け取引ツールに
ついてもスマートフォンの普及等を踏まえて拡充していきます。
3. コンプライアンス体制の強化及び顧客サポート体制の充実
　当社では、金融機関としての信頼性の維持・向上に資するコンプライアンス（法令遵守）体制につい
て、より一層の強化に努めます。また、新サービス提供等の業容範囲の拡大に対応するため、店舗を有し
ないオペレーションの特殊性を踏まえ、コールセンターを通じた顧客サポート体制についてもさらなる充
実を図ります。
4. 低コスト体制の維持
　業界における各種取引手数料は、諸外国と比較して最低水準にまで低下しており、その中で継続的に利
益を生み出していくためには、低コスト体制の維持が不可欠です。当社は、引き続きコスト管理及び信用
リスク管理について厳格に取り組むことで、低コスト体制を維持していきます。
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（4）財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分 第95期
（22.4.1～23.3.31）

第96期
（23.4.1～24.3.31）

第97期
（24.4.1～25.3.31）

第98期
（当事業年度）

（25.4.1～26.3.31）
営 業 収 益 22,091 17,703 20,799 39,883

（ う ち 受 入 手 数 料 ） （15,037） （11,547） （14,165） （27,349）

経 常 利 益 8,467 7,417 10,245 27,175

当 期 純 利 益 5,403 4,257 6,427 16,300

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 21円05銭 16円58銭 25円03銭 63円49銭

総 資 産 431,632 420,961 610,804 688,353

純 資 産 75,660 76,063 80,841 85,365

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数により算出しております。
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（5）主要な事業内容
1. 株式等委託売買業務
　顧客の委託を受けて、国内外の有価証券の売買、市場デリバティブ取引（以下「有価証券の売買等」と
いいます。）を執行する業務です。
2. 引受・売出し業務
　新発・既発有価証券の募集又は売出しについて、発行体のためにその販売を引き受けて顧客に販売する
業務です。
3. 募集・売出しの取扱業務
　新発・既発有価証券の募集又は売出しについて、顧客に販売する業務です。
4. 外国為替保証金取引業務
　取引保証金の預託を受けた顧客から外国通貨の注文を受け、相対取引で売買を行う業務です。
5. 商品先物取引業務
　顧客の委託を受けて、外国商品市場取引を執行する業務です。
6. 貸金業業務
　ストック・オプションを行使する際に、その資金を融資する業務です。
7. その他の取扱業務
　ウェブサイトを利用した広告業務等です。
8. トレーディング業務
　自己の計算において、有価証券の売買等を行う業務です。

　
（6）主要な営業所
1. 当 社 本 店 東京都千代田区麹町一丁目４番地
2. 日本橋営業所 東京都中央区日本橋一丁目20番７号
3. 札幌センター 北海道札幌市中央区北三条西四丁目１番地１

　
（7）従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
124名 ３名増 37歳７か月 11年１か月

（注）上記の他、嘱託５名が在職しております。
　
（8）主要な借入先

借 入 先 借入金の種類 借入金残高
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 短 期 借 入 金 24,000 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 短 期 借 入 金 24,000
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 短 期 借 入 金 17,000
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 短 期 借 入 金 5,000
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 短 期 借 入 金 5,000
株 式 会 社 り そ な 銀 行 短 期 借 入 金 5,000
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 信 用 取 引 借 入 金 2,574
（注）コール・マネーを除く主要なものを記載しております。
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行済株式の総数 269,264,702株（自己株式 12,533,093株を含む）

（2）株 主 数 37,628名（前期末比 1,143名増）

（3）大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 井 千 鶴 子 57,142 千株 22.26 ％

有 限 会 社 丸 六 33,866 13.19

有 限 会 社 松 興 社 27,522 10.72

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 11,744 4.57

Ｔ Ａ Ｉ Ｙ Ｏ Ｆ Ｕ Ｎ Ｄ， Ｌ． Ｐ． 10,367 4.04

松 井 道 夫 8,001 3.12

松 井 道 太 郎 7,762 3.02

松 井 千 明 7,762 3.02

松 井 佑 馬 7,762 3.02

日 本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,455 2.90

（注）1. 上記大株主には、自己株式（12,533千株）は含まれておりません。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（平成26年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 松 井 道 夫

常 務 取 締 役 今 田 弘 仁 人事総務部長（財務部管掌）

常 務 取 締 役 森 部 隆 士 コンプライアンス部担当役員（システム部管掌）

常 務 取 締 役 和 里 田 聰 営業推進部担当役員兼営業開発部担当役員（顧客サポート部管掌）

取 締 役 一 村 明 博 顧客サポート部担当役員

取 締 役 佐 藤 邦 彦 システム部担当役員

取 締 役 鵜 澤 慎 一 財務部長

常 勤 監 査 役 矢 島 博 之

監 査 役 五 十 嵐 則 夫 国立大学法人横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授、花王株式会社社
外監査役

監 査 役 望 月 恭 夫

（注）1. 常勤監査役矢島博之氏、監査役五十嵐則夫氏及び望月恭夫氏は、社外監査役であります。
2. 常勤監査役矢島博之氏、監査役五十嵐則夫氏及び望月恭夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
証券取引所に届け出ております。

3. 監査役五十嵐則夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4. 監査役望月恭夫氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
5. 監査役五十嵐則夫氏は、国立大学法人横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授及び花王株式会社の社外監査役を兼職し
ております。なお、当社と兼職先との間には、特別の利害関係はありません。
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（2）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 ８名 273,965千円
監査役 ３名 27,600千円
（注）上記の取締役の支給人員には、平成25年６月23日開催の第97期定時株主総会の終結の時をもって退任した

取締役１名を含んでおります。

（3）社外役員に関する事項
1. 当事業年度における主な活動状況
　常勤監査役矢島博之氏は、当事業年度開催の取締役会18回のすべて、監査役会５回のすべてに出席し、
同氏の経歴を通じて培われた監査の視点から、適宜発言を行っております。
　監査役五十嵐則夫氏は、当事業年度開催の取締役会18回のうち17回、監査役会５回のすべてに出席し、
公認会計士としての専門的見地や、豊富な経験に基づき、適宜発言を行っております。
　監査役望月恭夫氏は、当事業年度開催の取締役会18回のうち17回、監査役会５回のすべてに出席し、
税理士としての専門的見地や、金融機関における豊富な経験に基づき、適宜発言を行っております。
2. 当事業年度に係る社外役員の報酬等の額
社外役員 ３名 27,600千円
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4. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

あらた監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
1. 当事業年度に係る報酬等の額

32百万円
2．当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

34百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の監査報酬の額

を区分しておりませんので、1.の金額には「金融商品取引法」に基づく監査の報酬額を含めております。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人から「公認会計士法」第２条第１項の業務以外の非監査業務として、顧客資産の分

別管理に関する検証業務の提供を受けております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社都合の場合の他、会計監査人が法令諸規則に違反した場合及び公序良俗に反する行為があった場合

に、当該会計監査人の解任又は不再任が妥当と判断したときは、解任又は不再任の決定を行う方針です。
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5. 会社の体制及び方針
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための
体制
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1. 取締役及び使用人が法令及び定款を確実に遵守することができるよう、松井証券コンプライアンスマニ
ュアルを策定する他、社内規程を常時閲覧可能な状態で備え置く。同マニュアル及び社内規程は法令及
び定款の改正等に伴い、随時見直しを行う。

2. 取締役及び使用人は、法令、定款、社内規程等に則って職務執行を行う。また、市民社会の秩序や安全
に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含めた一切の関係を遮断し、毅然たる態度で対応する。

3. 財務報告の信頼性を確保するため、法令等に従い、財務報告に係る内部統制を整備、運用し、それを評
価する体制を構築する。

4. 取締役は、取締役会を定時又は臨時に開催して、その職務の執行が法令及び定款に適合するよう、相互
に監視する。

5. 監査役は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務執行状況を監査する。
6. 取締役１名を内部管理統括責任者として定め、同責任者の指揮下にコンプライアンス部門を設置する。
7. 各営業単位に営業責任者と内部管理責任者を配置し、各営業単位における法令遵守の徹底を図る。
8. コンプライアンス部門は、職務執行の適正性を確認する。また、弁護士等の専門家と緊密な連携を保
ち、業務の適正性を確保する。

9. 定期的な内部監査の実施により、職務執行状況を検証し、問題点を改善する。
10. 中立の外部者を利用して内部通報制度を設け、自浄作用の促進と不正行為の早期発見に努める。
11. 積極的に経営状況を開示し、外部関係者の監視の目に晒すことで、緊張感ある経営を維持する。
12. 使用人の不正行為については、就業規則に基づいて懲戒処分の対象とする。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
1. 重要な会議体の議事録、法定帳簿、決算書類、会計帳簿等、稟議書類その他の重要な書類は、法令及び
これらを規定する個別の社内規程に基づき適切に保存、管理（廃棄を含む。）する。

2. 取締役の職務の執行に係るその他の情報は、情報取扱規程、情報セキュリティポリシー及び情報セキュ
リティスタンダードに基づき、その保存媒体に応じて適正に保存及び管理を行う。

3. 取締役及び監査役がいつでも当該情報を閲覧できる体制を確保している。
4. 情報の保存及び管理を行うため、情報セキュリティ対策の総責任者として取締役１名を情報セキュリテ
ィ委員長に選任し、その指揮下に情報セキュリティ委員会を設置する。

5. 情報セキュリティ委員会による社内モニタリング及び内部監査部門が定期的に実施するセキュリティ監
査により、上記の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する状況を検証し、問題点を改善
する。

6. 重要書類に関して規定する個別の社内規程、情報取扱規程、情報セキュリティポリシー、情報セキュリ
ティスタンダードを必要に応じて随時見直すこととし、情報の保存及び管理体制を適正に維持する。
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（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1. 主要業務に関するリスク管理規程を定め、市場リスク、取引先リスク、基礎リスクを計数的に把握す
る。

2. 自己資本規制比率の状況を適切に把握し、毎月開催される取締役会に報告する。
3. 自然災害、事故、システム障害等の不測の事態が発生し、通常の事業活動が中断した場合に、重要な資
産の保全と短期間での事業の回復を図るため、事業継続計画を定める。

4. その他のリスク全般についてコンプライアンス部門が管理を行う他、個別案件の与信管理については与
信管理部門が専門に対応する。

5. 新規の業務を開始する場合には、リスクの適切な把握、評価及び管理に努める。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1. 高度な専門知識を有する少数精鋭の取締役で取締役会を組織する。取締役会は原則として毎月１回の定
時及び臨時に開催し、機動的な業務執行を行う。

2. 経営監督機能の透明性向上と経営環境の変化に機敏に対応するため、取締役の任期を１年とする。
3. 取締役会とは別に、必要に応じて随時開催される経営会議を設置し、取締役会の専決事項以外の事項に
ついて迅速に意思決定を行う。

4. 組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程を定め、業務執行取締役の職責を明確化し、取締役の職務執
行の効率性を確保する。

5. 経営計画の進捗状況について、定時又は臨時の取締役会あるいは経営会議において報告を行う。
6. 業務効率の向上を図るため、顧客との間の取引、顧客管理、社内の情報管理等に合理的なシステム化を
行い、不断の改善活動に努める。

（5）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
1. 当社は、監査役会の招集事務、議事録の作成、その他監査役会の職務を補助すべき使用人を配置する。
2. 監査役は、その職務執行に際し、必要に応じて内部監査部門に協力を求めることができ、内部監査部門
はこれに応じることとする。

（6）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役は、監査役会の職務を補助すべき使用人の人事について、必要に応じて意見を述べることができ
る。

（7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
1. 取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、業務執行状況等の報告を行う。
2. 内部管理統括責任者は、当社のコンプライアンス状況を定期的に取締役会及び監査役に報告する。
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（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1. 監査役は、原則として全員が取締役会に出席し、取締役の職務執行について厳正な監査を行う。
2. 監査役は、コンプライアンス及び内部監査を担当する部門と情報を共有し、当社のコンプライアンス及
び内部監査状況について随時把握することができる。

3. 監査役は、内部監査の状況について、必要に応じて随時報告を求めることができる。
4. 監査役は、会計監査人と定期的な意見交換を行う。
5. 監査役は、必要に応じて弁護士等外部の専門家の助言を求めることができる。

　
　
　
　
　

　
　

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
（注）本事業報告中に記載されている数値は、別途注記がある場合を除いて表示単位未満の端数を四捨五入しております。
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貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 678,743 流 動 負 債 600,058
現 金 ・ 預 金
預 託 金
金 銭 の 信 託
ト レ ー デ ィ ン グ 商 品
商 品 有 価 証 券 等
デ リ バ テ ィ ブ 取 引
約 定 見 返 勘 定
信 用 取 引 資 産
信 用 取 引 貸 付 金
信 用 取 引 借 証 券 担 保 金
有 価 証 券 担 保 貸 付 金
借 入 有 価 証 券 担 保 金
立 替 金
顧 客 へ の 立 替 金
そ の 他 の 立 替 金
短 期 差 入 保 証 金
前 払 金
前 払 費 用
未 収 入 金
未 収 収 益
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
器 具 備 品
土 地
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
長 期 立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

12,166
341,812
21,867
1,307

0
1,307
139

282,225
279,353
2,872
9,636
9,636
86
86
0

4,122
1

209
4

4,142
733
307
△14
9,610
998
232
331
434
2,726
2,726

1
5,886
5,201

8
438
257
6

1,251
97

△1,372

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 699
商 品 有 価 証 券 等 0
デ リ バ テ ィ ブ 取 引 699
信 用 取 引 負 債 32,025
信 用 取 引 借 入 金 2,798
信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 29,228
有 価 証 券 担 保 借 入 金 25,498
有 価 証 券 貸 借 取 引 受 入 金 25,498
預 り 金 178,071
顧 客 か ら の 預 り 金 173,874
そ の 他 の 預 り 金 4,197
受 入 保 証 金 176,619
有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定 11
短 期 借 入 金 176,100
前 受 金 0
前 受 収 益 16
未 払 金 785
未 払 費 用 892
未 払 法 人 税 等 9,037
賞 与 引 当 金 305
固 定 負 債 1,009
長 期 借 入 金 150
繰 延 税 金 負 債 651
未 払 役 員 退 職 慰 労 金 204
そ の 他 3
特 別 法 上 の 準 備 金 1,922
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 1,922
負 債 合 計 602,988

純 資 産 の 部
株 主 資 本 82,104
資 本 金 11,945
資 本 剰 余 金 9,793
資 本 準 備 金 9,793
利 益 剰 余 金 69,841
利 益 準 備 金 159
そ の 他 利 益 剰 余 金 69,683
別 途 積 立 金 4,250
繰 越 利 益 剰 余 金 65,433

自 己 株 式 △9,475
評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,260
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 3,260
純 資 産 合 計 85,365

資 産 合 計 688,353 負 債 ・ 純 資 産 合 計 688,353
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損 益 計 算 書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 39,883
受 入 手 数 料 27,349
ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 11
金 融 収 益 12,519
そ の 他 の 営 業 収 益 5

金 融 費 用 1,145
純 営 業 収 益 38,738
販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 11,648
営 業 利 益 27,090
営 業 外 収 益 87
営 業 外 費 用 3
経 常 利 益 27,175
特 別 利 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

特 別 損 失 827
固 定 資 産 除 売 却 損 5
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 れ 822

税 引 前 当 期 純 利 益 26,348
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,676
法 人 税 等 調 整 額 △628 10,048
当 期 純 利 益 16,300
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株主資本等変動計算書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
平成 25 年４月１日残高 11,945 9,793 9,793 159 4,250 61,970 66,378
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △12,837 △12,837
当 期 純 利 益 16,300 16,300
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額 (純額)
事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― 3,463 3,463
平成26年３月31日残高 11,945 9,793 9,793 159 4,250 65,433 69,841
　

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成 25 年４月１日残高 △9,475 78,641 2,200 2,200 80,841
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △12,837 △12,837
当 期 純 利 益 16,300 16,300
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額) 1,061 1,061 1,061

事業年度中の変動額合計 △0 3,463 1,061 1,061 4,524
平成26年３月31日残高 △9,475 82,104 3,260 3,260 85,365
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個 別 注 記 表
　
　当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）
の規定の他「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統
一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。
　記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1. 有価証券及びデリバティブの評価基準及び評価方法
（1）トレーディング商品に属する有価証券等

　トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引については、時価法を採用しておりま
す。

（2）トレーディング商品に属さない有価証券等
その他有価証券
① 時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

② 時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合等への出資については、持分相当額を純額で取り込む方法によ
っております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物15年～40年、器具備品４年～10年であ
ります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法
を採用しております。それ以外の無形固定資産については、定額法を採用しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権について
は個別債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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4. 金融商品取引責任準備金
　証券事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第46条の５に定めるところにより算出した金額
を計上しております。

5. ヘッジ会計の方法
　借入金等に係る金利変動リスクをヘッジするために金利スワップ取引を利用しており、その会計処理は
特例処理によっております。

6. 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処埋は、税抜方式によっております。

【貸借対照表に関する注記】
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,306百万円
2. 担保に供している資産
　担保に供している資産はありません。なお、信用取引の自己融資見返り株式を、信用取引借入金の担保
として855百万円差し入れております。また、顧客より委託保証金の代用として受け入れた有価証券を信
用取引借入金に対して8,763百万円差し入れております。

3. 差し入れている有価証券及び差し入れを受けている有価証券の時価は次のとおりであります。
（1）差し入れている有価証券

①信用取引貸証券 31,218百万円
②信用取引借入金の本担保証券 2,819百万円
③消費貸借契約により貸付けた有価証券 28,371百万円
④長期差入保証金代用有価証券 10,085百万円
⑤差入証拠金代用有価証券 33,529百万円

（2）差し入れを受けている有価証券
①信用取引貸付金の本担保証券 247,729百万円
②信用取引借証券 2,900百万円
③消費貸借契約により借入れた有価証券 9,350百万円
④受入保証金代用有価証券 346,889百万円
⑤受入証拠金代用有価証券 2,758百万円

4. 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債務 349百万円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数 (株)

当事業年度
増加株式数 (株)

当事業年度
減少株式数 (株)

当事業年度末
株式数 (株)

発行済株式
　普通株式 269,264,702 ― ― 269,264,702

合計 269,264,702 ― ― 269,264,702
自己株式
　普通株式 12,532,947 146 ― 12,533,093

合計 12,532,947 146 ― 12,533,093
　

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。
　
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

平成25年6月23日
定時株主総会 普通株式 5,135 20 平成25年3月31日 平成25年6月24日

平成25年10月24日
取締役会 普通株式 7,702 30 平成25年9月30日 平成25年11月25日
　

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

平成26年6月22日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 5,135 20 平成26年3月31日 平成26年6月23日

　
【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　未払事業税 613百万円
　貸倒引当金超過額 371
　未払役員退職慰労金 73
　金融商品取引責任準備金 685
　賞与引当金 109
　その他 39
繰延税金資産計 1,889
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △1,806
　その他 △0
繰延税金負債計 △1,806
繰延税金資産の純額 82　
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【金融商品に関する注記】
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、個人投資家を対象とした株式委託売買業務を主たる事業としており、その一環である信用
取引を提供するため、貸付金の増減に対応した経常的な資金調達について金融機関からの借入金を中
心に対応する他、必要に応じて普通社債や新株予約権付社債の発行等を行っております。
　一方、顧客から受け入れた預り金や受入保証金については、「金融商品取引法」に基づき顧客分別金
信託等で運用しております。また、資金運用については安全性を重視し、銀行預金及び流動性の高い
金融資産で運用しております。
　なお、各種サービスの提供に必要な範囲でトレーディング業務を行っておりますが、原則として、
利益獲得を目的とするトレーディング業務は行っておりません。

（2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　当社の保有する金融資産の主なものは、顧客からの預り金や受入保証金等を信託銀行に預託した顧
客分別金信託（預託金に含まれます。）と、信用取引貸付金です。顧客分別金信託は、安全性を重視し
て国債及びコール貸付を中心に運用しておりますが、それぞれ時価の変動リスク及び貸付先の信用リ
スクに晒されております。信用取引貸付金は、顧客からの担保を確保しておりますが、顧客の信用リ
スクに晒されております。なお、主として信用取引貸付金に充当することを目的として、短期借入金
等による調達を行っております。これら調達資金には、資金繰り上の問題が発生し、支払期日に返済
を実行できなくなる流動性リスクが存在します。
　金融負債である信用取引貸証券受入金は、顧客の信用取引の売建に係る売付代金相当額です。
　当社は、顧客に対して外国為替保証金取引サービスを提供するため、顧客との間で外国為替保証金
取引を行う一方、その為替変動リスクを回避するために、カウンターパーティーと外国為替保証金取
引を行っております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
　当社の各種リスクに関する管理体制は社内規程で明確化するとともに、信用リスク、市場リスクに
関しては「金融商品取引法」に基づき財務部門においてそのリスク相当額及び自己資本規制比率の算
定を行うことで定量的に把握しております。信用取引に関するリスクに関しては、個別顧客への与信
状況の他、当社全体としての建玉状況の管理や個別銘柄の流動性状況等の監視を与信管理部門で行っ
ております。
　原則として顧客へのサービス提供に必要な範囲で行うこととしているトレーディング業務に関して
は、トレーディング部門から独立している財務部門がリスク管理を行っております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）2.
を参照ください。）。

貸借対照表
計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

（1）現金・預金 12,166 12,166 ―
（2）預託金 341,812 341,812 ―
（3）金銭の信託 21,867 21,867 ―
（4）トレーディング商品及び投資有価証券 6,391 6,391 ―
①商品有価証券等 0 0 ―
②デリバティブ取引 1,307 1,307 ―
③その他有価証券 5,084 5,084 ―

（5）信用取引貸付金 279,353 279,353 ―
（6）借入有価証券担保金 9,636 9,636 ―

資産計 671,225 671,225 ―
（1）トレーディング商品 699 699 ―
①商品有価証券等 0 0 ―
②デリバティブ取引 699 699 ―

（2）信用取引貸証券受入金 29,228 29,228 ―
（3）有価証券貸借取引受入金 25,498 25,498 ―
（4）預り金 178,071 178,071 ―
（5）受入保証金 176,619 176,619 ―
（6）短期借入金 176,100 176,100 ―

負債計 586,215 586,215 ―
（注）1. 金融商品の時価の算定方法

資産
（1）現金・預金、（5）信用取引貸付金、（6）借入有価証券担保金
　これらは、通常短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（2）預託金、（3）金銭の信託
　これらは、主に信託財産で時価評価されており、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（4）トレーディング商品及び投資有価証券
　株式の時価は取引所等の価格によっております。外国為替保証金取引の時価は、当事業年度末の直物為替相場により算出してお
ります。
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負債
（1）トレーディング商品
　株式の時価は取引所等の価格によっております。外国為替保証金取引の時価は、当事業年度末の直物為替相場により算出してお
ります。

（2）信用取引貸証券受入金、（3）有価証券貸借取引受入金、（4）預り金、（5）受入保証金、（6）短期借入金
　これらは、通常短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（注）2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券
　非上場株式等 117
※これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産（4）トレーディング
商品及び投資有価証券」には含めておりません。なお、非上場株式等には、投資事業組合への出資金が含まれております。

【関連当事者との取引に関する注記】
役員及び個人主要株主等

種類 会社等の
名称

議決権等
の所有
（被所有）
割合 (％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している
会社等

有限会社
松興社

（被所有）
直接
10.73

役員の兼任
不動産の賃借

不動産
賃貸借契約 14 ― ―

（注）1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
2. 有限会社松興社は法人主要株主にも該当しております。
3. 取引条件及び取引条件の決定方針等
　上記取引は、主として、有限会社松興社所有の不動産物件を社員寮として使用するため賃借しているものであります。
　当社が有限会社松興社に対して支払っている賃借料については、近隣の取引実勢を参考にして決定しております。

【１株当たり情報に関する注記】
1. １株当たり純資産額 332円51銭
2. １株当たり当期純利益 63円49銭
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計算書類等に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月21日

松 井 証 券 株 式 会 社
取締役会 御 中

あ ら た 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 木 一 昭 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 辻 村 和 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、松井証券株式会社の平成25年４月１日か
ら平成26年３月31日までの第98期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

事業報告書 2014年05月23日 17時17分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40 20131220_01）



－ 24 －

監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第98期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受ける他、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、
内部監査部門その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。
　更に、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に
係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書
について検討いたしました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年５月23日
松井証券株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役）矢 島 博 之 ㊞
監 査 役（社外監査役）五十嵐 則 夫 ㊞
監 査 役（社外監査役）望 月 恭 夫 ㊞

　

以 上
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－ 25 －

株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項
　当社は、業績、主たる業務である信用取引を支える最適な自己資本水準、戦略的な投資の環境等を総合
的に勘案したうえで、当期純利益の30％以上を毎期配当していくことを基本方針としております。
　第98期の期末配当につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
（1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円
総額 5,134,632,180円
なお、中間配当金（１株につき30円）を含めました１株当たりの年間配当金は50円となります。

（2）剰余金の配当が効力を生ずる日
平成26年６月23日

第２号議案 取締役８名選任の件
　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもちまして任期満了となります。
　つきましては、経営監督機能の強化を図るために、社外取締役２名を含む取締役８名の選任をお願いする
ものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（＊は新任候補者）

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）
所有する当社の株式数

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況、
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

1
松　井　道　夫
まつ い みち お

（昭和28年３月22日生）
8,000,914株

昭和51年３月 一橋大学経済学部卒業
昭和51年４月 日本郵船株式会社入社
昭和62年４月 当社入社
昭和63年12月 当社取締役就任
平成 ２年10月 当社常務取締役就任営業本部長
平成 ７年６月 当社代表取締役社長就任（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）
所有する当社の株式数

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況、
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

2
今　田　弘　仁
いま だ ひろ ひと

（昭和40年２月４日生）
9,100株

昭和62年３月 一橋大学商学部卒業
昭和62年４月 伊藤忠商事株式会社入社
平成12年８月 株式会社早稲田アカデミー入社
平成13年７月 当社入社
平成13年９月 当社財務部長
平成15年６月 当社取締役就任
平成16年２月 当社常務取締役就任
平成16年６月 当社専務取締役就任
平成17年11月 マガシーク株式会社入社
平成18年１月 同社取締役副社長就任
平成22年６月 当社取締役就任総務グループ担当役員 兼 人事グループ担当役員
平成22年９月 当社取締役人事総務グループ グループリーダー
平成23年５月 当社常務取締役就任人事総務部長（財務部、与信管理部管掌）
平成24年４月 当社常務取締役人事総務部長（財務部管掌）（現任）

3
森　部　隆　士
もり べ たか し

（昭和42年９月２日生）
37,395株

平成 ３年３月 早稲田大学政治経済学部卒業
平成 ３年４月 NTTデータ通信株式会社入社
平成 ８年10月 栃木司法書士事務所入所
平成12年４月 株式会社アプリックス入社
平成13年４月 当社入社
平成17年２月 当社営業推進部長
平成18年６月 当社取締役就任総務企画部長 兼 業務企画部長
平成20年４月 当社取締役RTGS事業部長 兼 業務開発担当役員
平成21年６月 当社取締役RTGS事業グループ グループリーダー
平成22年10月 当社取締役RTGS事業グループ グループリーダー 兼 システムグルー

プ担当役員（調査担当）
平成23年５月 当社常務取締役就任コンプライアンス部担当役員（システム部管掌）

（現任）
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－ 27 －

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）
所有する当社の株式数

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況、
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

4
和里田
わ り た

　 聰
あきら

（昭和46年６月16日生）
10,000株

平成 ６年３月 一橋大学商学部卒業
平成 ６年４月 プロクター・アンド・ギャンブル・ファー・イースト・インク入社
平成10年１月 リーマン・ブラザーズ証券会社入社
平成11年９月 UBS証券会社入社
平成18年４月 当社入社
平成18年５月 当社IR室長
平成18年６月 当社取締役就任IR室長 兼 事業法人担当役員
平成21年９月 当社取締役社長室グループリーダー 兼 営業グループ担当役員（営業

統括）兼 人事グループ担当役員
平成22年６月 当社取締役社長室グループリーダー 兼 営業グループ担当役員（営業

統括）
平成23年５月 当社常務取締役就任社長室長 兼 営業推進部長（営業開発部、RTGS

事業部、顧客サポート部管掌）
平成24年６月 当社常務取締役営業推進部長（営業開発部、顧客サポート部管掌）
平成25年４月 当社常務取締役営業推進部担当役員 兼 営業開発部担当役員（顧客サ

ポート部管掌）
平成26年５月 当社常務取締役営業推進部担当役員 兼 営業開発部担当役員 兼 顧客

サポート部担当役員（現任）

5
佐　藤　邦　彦
さ とう くに ひこ

（昭和46年２月５日生）
25,940株

平成 元年３月 神奈川県立商業工業高等学校卒業
平成 元年４月 山一證券株式会社入社
平成10年９月 当社入社
平成16年９月 当社システム部長
平成18年６月 当社取締役就任システム企画部長 兼 品質管理担当役員
平成21年４月 当社取締役システムグループ担当役員
平成22年10月 当社取締役システムグループ担当役員（開発・運用担当）
平成23年５月 当社取締役システム部担当役員（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）
所有する当社の株式数

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況、
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

6
鵜　澤　慎　一
う ざわ しん いち

（昭和48年７月19日生）
28,516株

平成 ８年３月 東京大学農学部卒業
平成 ８年４月 新王子製紙株式会社入社
平成12年３月 東京大学大学院農学生命科学研究科修士課程修了
平成13年８月 当社入社
平成16年５月 当社財務部長
平成18年６月 当社取締役就任財務部長 兼 危機管理担当役員
平成19年３月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科経営・金融専攻金融戦略コース

（MBA）修了
平成21年４月 当社取締役財務グループ グループリーダー
平成23年４月 当社取締役財務グループ グループリーダー 兼 与信管理グループ グ

ループリーダー
平成23年５月 当社取締役財務部長 兼 与信管理部長
平成24年４月 当社取締役財務部長（現任）

7

＊
井　川　元　雄
い がわ もと お

（昭和25年１月３日生）
3,600株

昭和48年３月 京都大学経済学部卒業
昭和48年４月 日本郵船株式会社入社
平成15年４月 同社経営委員就任
平成17年６月 同社常務取締役就任
平成18年４月 同社取締役・常務経営委員就任
平成19年６月 郵船商事株式会社代表取締役社長就任
平成25年６月 同社取締役相談役就任（現任）

8

＊
安　念
あん ねん

　潤
じゅん
　司

じ

（昭和30年８月12日生）
０株

昭和54年３月 東京大学法学部卒業
昭和57年８月 北海道大学法学部助教授就任
昭和60年４月 成蹊大学法学部助教授就任
平成 ４年２月 弁護士登録

渡部晃法律事務所入所（現在に至る）
平成 ５年４月 成蹊大学法学部教授就任
平成16年４月 成蹊大学大学院法務研究科教授就任
平成19年12月 中央大学大学院法務研究科教授就任（現任）

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 井川元雄氏及び安念潤司氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員
に指定する予定であります。

3. 井川元雄氏を社外取締役候補者とした理由は、上場企業の取締役として経営を担った豊富な経験と幅広い見識をもとに、経
営の監督及び経営全般の助言をしていただくためであります。

4. 安念潤司氏を社外取締役候補者とした理由は、法律家としての豊富な経験及び見識をもとに、客観的な立場から独立性をも
って経営を監視していただくためであります。

5. 安念潤司氏が社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断した理由は、法律分野の豊富な知識により、経
営の監督とチェック機能の観点から、有益な意見をいただけると判断したためであります。
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－ 29 －

第３号議案 監査役１名選任の件
　監査役矢島博之氏は、本総会終結の時をもちまして任期満了となります。
　つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。
　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日）
所有する当社の株式数

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
及 び 当 社 に お け る 地 位

矢　島　博　之
や じま ひろ ゆき

（昭和28年12月30日生）
11,400株

昭和51年３月 一橋大学法学部卒業
昭和51年４月 麒麟麦酒株式会社入社
平成12年３月 同社名古屋支社販売推進第一部長
平成14年９月 同社東海地区本部流通部長
平成19年３月 同社経営監査部主幹
平成20年３月 キリンテクノシステム株式会社監査役就任
平成22年６月 当社監査役就任（現任）

（注）1. 監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 矢島博之氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しており
ます。

3. 矢島博之氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏の経歴を通じて培われた監査業務における高い見識を当社の監査に発揮
していただくためであります。

4. 矢島博之氏が社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断した理由は、企業における要職を歴任され、企
業経営を監査する十分な見識を有すること等を総合的に勘案したためであります。

5. 矢島博之氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもちまして、４
年となります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の社外監査役１名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得たうえで、取締役会の決議によ
り選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日）
所有する当社の株式数

略 歴、 重 要 な 兼 職 の 状 況
及 び 当 社 に お け る 地 位

吉　田　良　夫
よし だ よし お

（昭和33年７月24日生）
０株

平成10年４月 弁護士登録
山田宰法律事務所入所

平成11年４月 鳥飼総合法律事務所入所
平成17年１月 同所パートナー（現任）

（注）1. 吉田良夫氏は、当社と顧問契約を締結しております。
2. 吉田良夫氏は、社外監査役候補者であります。
3. 吉田良夫氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士として法令についての高度な能力・見識を当社の監査に発揮していた
だくためであります。

4. 吉田良夫氏が社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断した理由は、弁護士としての専門的な知識及び
実務経験を有すること等を総合的に勘案したためであります。
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－ 31 －

第５号議案 取締役に対するストック・オプション報酬の件
当社の取締役の報酬は、平成16年６月27日開催の第88期定時株主総会において、年額５億円以内（使用
人兼取締役に対する使用人分給与は含まない。）とする旨ご承認いただき今日に至っておりますが、当該報
酬とは別枠で、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、報酬として年額１億円の範囲で株式報酬型スト
ック・オプションとして新株予約権を発行することにつきご承認をお願いするものであります。
ストック・オプションの内容は、下記記載のものを予定しております。取締役の業績向上への意欲と士気
を高めることを目的として、株価連動型の報酬として採用することをお諮りするものであります。
なお、現在の取締役は７名でありますが、第2号議案が原案どおり承認可決されますと新株予約権付与の
対象となる取締役の員数は６名となります。
ストック・オプションとして取締役に対して各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に発行
する新株予約権の内容は次のとおりであります。

1. 新株予約権の割当対象者
当社取締役（社外取締役を除く。）とする。

2. ストック・オプションとしての新株予約権の具体的内容
(1) 新株予約権の目的である株式の種類
　当社普通株式とする。

(2) 新株予約権の目的である株式の数
新株予約権１個当たり当社普通株式100株とする。
なお、当社が株式の分割、株式の無償割当て又は株式の併合を行う場合等、新株予約権の目的であ

る株式の数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で調整することができる。
(3) 新株予約権の数

各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内に割り当てる新株予約権の数は2,000個を上限と
する。

(4) 新株予約権と引換えに払い込む金銭
新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の割当てに際してブラック･ショールズ･モデル等
の公正な算定方式により算定された新株予約権の公正価額を基準として取締役会において定める額と
する。
なお、当該払込金額の払込みに代えて、同額の当社に対する報酬債権と相殺するものとする。

(5) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その1株当たりの価額は１円として、これ
に新株予約権の目的である株式の数を乗じた金額とする。

(6) 各新株予約権を行使することができる期間
新株予約権の割当日翌日から３年を経過した日より、新株予約権の割当日翌日から６年を経過する
日までの期間で当社取締役会が定める期間とする。但し、行使期間の最終日が当社の休日にあたると
きはその前営業日を最終日とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。
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(8) 新株予約権の行使の条件
① 新株予約権の行使時において、当社取締役であることを要する。但し、取締役会が合理的な理由が
あると認める場合はこの限りではない。
② 新株予約権の割当てを受けた者は、以下の区分に従って、新株予約権の全部又は一部を行使するこ
とができる。
ア． 新株予約権の割当日の翌日から3年後の応当日の前日までは、割り当てられた新株予約権のすべ
てについて権利行使することができない。

イ． 新株予約権の割当日の翌日の３年後の応当日から、新株予約権の割当日の翌日の４年後の応当日
（当該応当日を含む。）までは、割り当てられた新株予約権の３分の１について権利行使することが
できる（権利行使可能となる新株予約権の数に1未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも
のとする。）。

ウ． 新株予約権の割当日の翌日の４年後の応当日の翌日から、新株予約権の割当日の翌日の５年後の
応当日（当該応当日を含む。）までは、割り当てられた新株予約権の３分の２について権利行使す
ることができる（権利行使可能となる新株予約権の数に1未満の端数が生じた場合は、これを切り
捨てるものとする。）。

エ． 新株予約権の割当日の翌日の５年後の応当日の翌日から、新株予約権の割当日の翌日の６年後の
応当日（当該応当日を含む。当該新株予約権を権利行使することができる期間の最終日）までは、
割り当てられた新株予約権のすべてについて権利行使することができる。

(9) その他の新株予約権の内容
新株予約権に関するその他の募集事項及び細目（上記（1）から（8）までの事項におけるその他の
事項を含む。）については、今後開催される新株予約権の募集事項を決定する取締役会の決議におい
て定める。

以 上
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インターネットによる議決権行使について

　インターネットによる議決権行使は、議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net/）をご利用いただ
くことによってのみ可能です。ご利用に際しては、次の事項をご覧いただき、ご了承のうえご利用いただきます
ようお願い申し上げます。
1. システムに係る条件
　インターネットでの議決権行使を行われる場合は、お使いのパーソナルコンピュータが次のシステム条件を
満たしているかどうかご確認ください。
（1）画面の解像度が、横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。
（2）次のアプリケーションをインストールしていること。
① マイクロソフト社が現在サポートしているバージョンのMicrosoftⓇInternet Explorer
② アドビシステムズ社が現在サポートしているバージョンのAdobeⓇAcrobatⓇReaderTM又は、AdobeⓇ

ReaderⓇ（画面上で参考書類をご覧になる場合）
＊ MicrosoftⓇ及びInternet Explorerは米国マイクロソフト社の米国及びその他の国における登録商
標又は商標です。

＊ AdobeⓇAcrobatⓇReaderTM、AdobeⓇReaderⓇはアドビシステムズ社の米国及びその他の国におけ
る登録商標又は商標です。

（3）当ウェブサイトはポップアップ機能を使用しておりますので、ポップアップ機能を自動的に遮断する機能
（ポップアップブロック機能等）をご利用されている場合は、解除、一時解除又は当ウェブサイトを自動解
除サイトとしてご登録のうえ、ご利用ください。

　
2. 議決権行使のお取扱い
　インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として
お取扱いします。
　インターネットと書面の両方で議決権行使をされた場合は、後に到着したものを有効な議決権行使としてお
取扱いします。なお、インターネットと書面が同日に到着した場合は、インターネットを有効な議決権行使と
してお取扱いします。
　インターネットによる議決権行使は、平成26年６月20日（金曜日）の午後５時30分までに行使されるよう
お願いいたします。
　
3. パスワードのお取扱い
　パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認する手段です。本定時株主総会終了まで、
大切にお取扱いください。パスワードのお電話等によるご照会には、お答えいたしかねます。
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4. パーソナルコンピュータの操作方法に関するお問合わせ先
　当ウェブサイトでの議決権行使に関するパーソナルコンピュータの操作方法がご不明な場合は、下記にお問
合わせください。
三井住友信託銀行株式会社 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031
（受付時間 9：00～21：00）

　
　その他株式に関するご質問等は、下記にお問合わせください。

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
［電話］ 0120（782）031
（受付時間 土・日・祝日を除く9：00～17：00）

以 上
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メ モ 欄
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株主総会会場ご案内図
東京都千代田区麹町一丁目６番４号
住友不動産半蔵門駅前ビル２階
ベルサール半蔵門

◎　午後０時20分に開場いたします。
◎　会場内はすべて禁煙となります。
◎　ご飲食物の持込はお断りしております。

【交通】
東京メトロ 半蔵門線 「半蔵門駅」 3b出口 直結

有楽町線 「麹町駅」　 1番出口 徒歩約6分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

市 ケ 谷 駅
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イギリス大使館

麴町郵便局
二松学舎大学
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永 田 町 駅永 田 町 駅

赤 坂 見 附 駅赤 坂 見 附 駅

防衛省

新宿線

靖国通
り

住友不動産
麹町ビル

オリコ

ファミリー
マート

新宿通り（麹町大通り）

三菱東京UFJ
りそなみずほ

JR中
央線
・総
武線

1

市 ケ 谷 駅

首都 高速
4号新宿線

首都高速
都心環状線

麴町口

赤坂口

洋式庭園 

千
鳥
ヶ
淵
公
園

皇
居麹町警察署

内
堀
通
り

半
蔵
門
駅

有
楽
町
線

丸
ノ
内
線

半
蔵
門
線

外
堀
通
り

麹
町
駅

四
ツ
谷
駅

南
北
線

国立劇場

最高裁判所

3b

ベルサール半蔵門
(住友不動産半蔵門駅前ビル)

東京メトロ半蔵門線 半蔵門駅ホーム

4Ｂ2Ｆ

渋谷方面

押上方面

Ｂ1Ｆ

Ｂ3Ｆ

5
2

1 3b
3a
地上出口

東京メトロ半蔵門線半蔵門駅3b出口：ビル直通エスカレーター有り。

ベルサール半蔵門
（住友不動産半蔵門駅前ビル）
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